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市政一般質問

山口　弘宣 議員

　5年後の新幹線開業に向けて、新大村駅前を大村市
活性化の拠点とする構想が公表されている。民間によ
る交通や観光、ビジネス等の関連企業の誘致が考えら
れているが、現在も変更はないのか尋ねる。また、来
年４月からの分譲を目指し造成中の新工業団地への企
業誘致の取り組みの現状について尋ねる。

廣瀬　政和 議員

　ＪＲ大村線は大村湾を一周することができないため、
周遊観光鉄道を設置してはどうか。また、別府市を参
考にし、市民力を生かした一周動画コンテストを行い、
大村湾サミットでの表彰や、一周道路の指定や環境整
備を大村湾流域の５市５町に提案してはどうか。

北村　貴寿 議員

水田法面への
防草シート敷布事業の創設

新幹線開業後の
産業振興行政

答

大村湾周遊鉄道・道路で
大村湾のＰＲを！

答

　地域経済活性化のため、平成30年度の新規事業とし
て予定されている地域連携ポイント事業には、約
7,000万円の事業費が必要とされている。しかし、市
民や、あらゆる業種の市内中小事業者からは、この新
規事業の実施よりも、住宅リフォーム支援事業の復活
の要望が出されている。経済波及効果が顕著にあらわ
れた住宅リフォーム支援事業のこれまでの補助額と工
事額を問う。

　中山間地域で基盤整備された水田は、依然として
段々の構造である。しかも基盤整備により法面部分が
急傾斜かつ幅が広くなっており、高齢の農業従事者に
とっては草刈り作業が大変困難な状況となっている。
今後、草刈りの労力を軽減するため、国、県の補助事
業を活用した防草シート敷布事業を創設する必要があ
ると思うがどうか。

水上　享 議員

最少の経費で最大の効果を
発揮する施策を

　新駅周辺整備については、平成26年に
策定した「大村市新幹線新大村駅（仮称）

周辺地域まちづくり計画」に沿って、民間活力を
導入して、積極的に進めていく。また、新工業団
地については、県等と連携を図りながら誘致活動
を行っており、本市独自の活動としては、企業へ
のアンケート調査をもとに企業訪問などを実施し
ている。

　周遊観光鉄道については、実現困難だと
感じている。また、別府市を参考にした取
り組みについては、そのような手法がとれ

ないか検討するとともに、大村湾を生かした取り
組みは非常に重要であるため、来年度の重点事業
に加えることも検討したい。まず
は、大村湾経済圏構想の足掛かり
となる大村湾ZEKKEIライドを市
民主導と５市５町の連携で成功さ
せ、次の段階に向けて、関係市町
との意見交換を重ねていきたい。

答答 　住宅リフォーム支援事業は平成24年度
から27年度まで実施しており、年度ごと
の 補 助 額 と 工 事 額 は 、 平 成 2 4 年 度 は

4,477万8,000円と６億2,498万7,000円、25年度
は6,345万3,000円と８億7,605万5,000円、26年
度は2,977万6,000円と３億9,210万円、27年度
は2,937万4,000円と３億
9,824万9,000円である。

　防草シートの導入については、現在実施
している多面的機能支払交付金を活用する

ことができる。本市の活動組織においても、過去
にこの交付金を活用した実績が
あるため、引き続き周知に取り
組みたい。また、この交付金の
ほか、国、県の補助金で活用で
きるものがないか研究したい。

小林　史政 議員

学力テストの活用と
教員の労働時間

　野岳湖は市民の財産であるため、もっと湖面を活用
すべきである。ボート等の使用解禁や、安全に着水で
きる桟橋等の整備はできないのか。改修以前はペダル
ボート等で楽しむことができたが、現在は使用禁止で
ある。全国の河川や湖面で水上レジャーが楽しまれて
いる昨今、この禁止措置は野岳湖の魅力を半減させて
いる。使用解禁と野岳湖水面の活用を求める。

　全国学力テストの目的は、子どもたちの学力や学習
状況を把握し、教職員とともに授業の改善を図ること
と言われているが、学力テストの結果を学校現場でど
のように活用されているのか。また、市教育委員会は、
教職員の長時間労働の実態把握と職場環境改善のため
にどのような対策を講じているのか尋ねる。

北村　貴寿 議員

野岳湖のボートや
カヌー等の使用解禁を！

答
答

　野岳湖公園の活用について、野岳湖は農
業用のため池であることから、湖面の親水

性や安全性の確保ができていない状況である。自
然環境を観光に生かすためには、安全面の確保が
非常に重要であるが、先を見据えた積極的な湖面
の活用について、キャンプ場のさらなる活用も含
め、しっかりと協議を重ね、積極的に取り組みた
い。

　全国学力テストの活用については、結果
に基づく実態把握、改善の取り組みの実践、

改善状況の確認などを経て、学習内容の確実な定
着につなげていく。また、教職員の超過勤務の実
態については、平成28年度は月80時間以上が延べ
224名である。教育委員会では、
超過勤務削減のため、文書の発
出の精選や定時退校日の設定な
どを行っている。

宮田　真美 議員

小中学校の普通教室に
エアコンの設置を

　学校保健安全法には、学校環境衛生基準が定められ
ているが、この基準で上限と定められている室温30度
以上を記録した学校がある。これは、子どもたちの命
にかかわる問題であり、早急に手を打たなくてはいけ
ない。小中学校の普通教室にエアコンを設置してほし
いがどうか。

答 　小中学校における熱さ対策については、
教室への扇風機の設置を進めてきたが、

対応には限界があると認識
している。
　このため、エアコンを設
置することができないか、
財源確保策も含め研究・検討
を重ねたい。

産業・経済・労働産業・経済・労働

産業・経済・労働産業・経済・労働

産業・経済・労働教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ

　「主権者は一人ひとりの国民であり、選挙を通じて
自分の意思を反映させることができる」、このことを
生徒一人ひとりへ熱心に伝えることができれば、若者
の投票率は伸びると確信しているが、大村市は主権者
教育をどのように考えているのか。また、学校現場で
の指導内容を尋ね、新たに作成された「選管だより」
のさらなる活用を要望する。

小林　史政 議員

18歳選挙権の啓発と
主権者教育

答 　主権者教育の一環として、今年度は小中
学生を対象に子ども議会を開催した。また、

模擬投票や出前講座などで10代に対する選挙啓発
を引き続き実施する。学校現場では、小中高それ
ぞれで児童生徒の発達段階に応じて、憲法や選挙、
政治参加に関する教育が行われており、これらの
確実な定着が主権者教育につながるものと考える。

教育・文化・スポーツ


